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オラ ンダＢＳＯ社の環境 計算書

上 妻 義 直

（上智大学）

Ｉ
．
問 題 の 所 在

近年・ 環境問題に対する企 業の関心が高まる にっ れて・ 企業行動に関連する環境情報の開示

事例 が多く みられるようにな ってきた。 この傾 向は、 官民とも環境間題に熱心な欧州各国でと

く に 強 い。 し か し、 欧 州 に お い て も ノ ル ウ ェ ー を 除 い て は、 ま だ 環 境 情 報 の 開 示 を 法 で 規 制 す

る 国 は な く１〕、 各 企 業 が 自 発 的 に 開 示 し て い る の が 現 状 で あ る。

それ らの 開示 形態は、 営業報告 書に数行の記述を行う もの から独立した環境報告書まで非常

に バ ラ エ テ ィ に 富 ん で お り・ ま だ 特 定 の 形 式 に 収 敏 す る 段 階 に は 至 っ て な い。 し か し・ 開 示 内

容について は、 一般 に企業の環境保全 活動に関する情報が取り扱わ れる傾向にあり、 とりわけ

独 立 し た 環 境 報 告 書 で は、 ほ と ん ど が こ の ス タ イ ル を と っ て い る。 と く に、 生 産 物 ・ 製 造 過 程 ・

投入物が企業内外の 環境に与える影響、 さ らに、 これ らの影響を減少させるた めにとられた対

策 等 が 開 示 さ れ る２）。 し た が っ て、 内 容 の 性 質 上、 開 示 さ れ る 情 報 は、 主 と し て、 記 述 情 報 か、

または物量情報となり、 企業の財務数値と は直接的な関連性を もたな いことが多 い。

こ の よ う な 状 況 は 基 本 的 に オ ラ ン ダ で も 同 様 で あ る が坦〕、 ＢＳＯ 社 が 公 表 し た 環 境 計 算 書

（ Ｍｉユｉｅｕｊａａｒｒｅｋ㎝ｉｎｇ） の 場 合 は、 そ れ ら と は ま っ た く 別 の 方 向 性 を も つ 点 で、 特 異 な 開 示 事

例 と な っ て い る。 環 境 情 報 の 開 示 が 主 と し て 自 発 的 に 行 わ れ て い る 現 在、 こ の 試 み は、 将 来 の

環境情報の開示動向に大きな 影響を与える可能性 がある。 そこで・ 本稿では・ この環境計算 書

の計 算構造、 評価原則
を検討 して、 環境情報開示に

お ける、 その
意義と間題点について考察 し

て み た い と 思 う。

■． 環 境計 算書 の 計算 構 造

環 境 計 算 書 を 公 表 し た ＢＳＯ 社 （ＢＳＯ Ｂｅｈｅｅｒ ｂ．ｖ．） は、 情 報 シ ス テ
ム 開 発、 コ ン

ピ ュ ー タ ・

テ ク ノ ロ ジ ー 分 野 で 活 動 す る 総 合 情 報 処 理 企 業 グ ル ー プ の 持 株 会 社 で あ る。 同 グ ル ー プ は、
オ

ラ ン ダ 系 の ＢＳＯ グ ル ー プ と ベ ル ギ ー 系 の ＯＲＩＧＩＮ グ ル ー プ か ら 成 っ て お り、 資 本 的 に は フ ィ

リ ッ プ ス 社 系 列 に 属 す る ベ ン チ ャ ー ・ ビ ジ ネ ス で あ る。

環 境 計 算 書 は、 ＢＳＯ 社 の １９９０ 年 度 の ア ニ ュ ア ル ・ リ ポ ー ト に、 財 務 諸 表 と は 独 立 し た 区 分

で、 １０ 頁 に わ た っ て 記 載 さ れ て お り、 ＢＳＯ ／ ＯＲＩＧＩＮ グ ル ー プ 全 体 の、 い わ ば 連 結 計 算 書 の

体裁をとっている。 環境計 算書が通常の環境情報 開示と違うところは、 企業活動の環境 に対す
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る影響を 企業の生産性指標と関係 づけている点、 つ
まり、 付加価 値計算の形

態をとって いる こ

と で あ ろ う。

計 算の第一段階は、 環境 に対 する企業活動の影響
をコス トと して捕捉することである。 ＢＳＯ

社 で は、 こ れ を 環 境 影 響 コ ス
ト （ Ｋｏｓｔｅｎ ｖａｎ ｄｅ ｍｉ１ｉｅｕ－ｅｆｆｅｃｔｅｎ） と 呼 ん で い る。 環 境 影 響

コス トは、 企業活動に
ともなって発生する様々な環境 汚染幸、 空中放出汚染、 汚水、

廃棄物の

各 区 分 ご と に 集 計 す る が、 具 体 的 に は、 汚 染 物 質 の 排 出
・ 放 出 量 に 限 界 コ ス ト （ ｍａｒｇｉｎａ１ｅ

ｋｏｓｔｅｎ） を 乗 じ て 計 算 し た 数 値 で あ る。 限 界 コ ス ト と は、 汚
染 物 質 が 特 定 の 排 出 ・ 放 出 水 準

以 下 に な る よ う 処 理 す る と し た ら 必 要 に な る で あ ろ う 単 位 コ ス ト を い う。 環 境 影 響 コ ス ト は、

処 理 の 面 か ら２っ の カ テ ゴ リ ー に 区 分 さ れ て お り、 汚 水 の 排 水 ・ 浄 化、
廃 棄 物 の 輸 送 ・ 処 理 等、

ＢＳＯ社以外の 第三者が公共また は商業ぺ 一スで行う処理のコストと、 排煙 ガス浄化後の大気汚

染、 汚水処理 後の水質汚濁・残
津等、 浄 化・ 処理作業を施し

た後にま だ残留 する汚染にっいて

の コ ス ト か ら 成 っ て い る。

次 に 控 除 価 値 （ｏｎｔｔｒｏｋｋｅｎ ｗａａｒｄｅ） の 計 算 が 行 わ れ る。 控 除 価 値 は、 企 業 が 負 担 す
べ き

正味の環 境コストを意味する 概念で、 先に算出された環境影
響コ ストから企業が実際に 支払っ

た 環 境 支 出 （ ｍｉ１ｉｅｕ－ｕｉｔｇａＶｅｎ） を 差 し 引 い て 計 算 す る。 こ の 環 境 支 出 は 正 味 の 環 境 関 連 支 出

を意 味しており、 企業 外部に
委託した汚染浄化処理費用の支払分と環境関連税の合計額から成っ

ている （環境助成金を 受けている場合は、 その助成
金額 を差し引く）。

最後の段階で は、 企 業
が創出した付加価値 （人件費十 減価 償却費十金融費用十税金十純利益）

から控除価値を引 いて純付加価値を算出する。 こう
して、 環境影響コストを反 映さ

せた企業付

加価値計算を行う のである。

皿． 環 境計 算 害
の 評価 原則

環境計 算書に記載される環境影響コ ストは、 いかなる汚染 を含 むの で あろ う
か。 ＢＳＯ 社 で

は、 企業 活動 の環
境に対する悪影響 を、 直接

的影響と間接的影響 に分けて認識する。 直接 的影

響と は、 自社に
よる直接的な 汚染 とエ ネルギー消費をいい、 間接 的影響には、

他社が環 境破壊

を 引 き 起 こ し て 生 産 し た 製 晶 ・ 原 材 料 の 使 用 に よ る 「ｌ１１上 影 響 （ｓ七ｒｏｏｍｏｐｗａａｒｔｓｅ ｅｆｆｅｃｔｅｎ）」

と、 自 社
が 販 売 し た 製 品 の 消 費 に よ る 汚 染 ま た は 消 費 後 の 汚 染 で あ る 「川 下 影 響

（ｓｔｒｏｏｍａｆｗａａｒｔｓｅｅｆｆｅｃｔｅｎ）」 が 含 ま れ る。 前 者 に つ い て は、 環 境 に 優
し い 製 晶 ・ 原 材 料 を

選択的に購入するこ とで生産者に影響力を行使 できる し、 後者については・
材 質等に汚染原因

とならないような 配慮を施すことで消費者 に影 響カ を行使することができ 孔 しかし・ＢＳＯ 社

は メ ー カ ー で は な い の で、 川 下 影 響
は 考 慮 し て い な い。 ま た、 川

上 影 響 の 対 象 物 は、 紙、 電 力、

コ ン ピ ュ ー タ、 コ ピ ー 機、 自 動 車、
家 具、 事 務 用 品、 清 掃 サ ー

ビ ス で あ る が、 電 力 を 除 き、 こ

れ らの環境影響 コストは供給者の環境 効率に著しく 依存するため認知 が難しく、 当該対象物の

選択的購入 等による影響力の効果 を計算するのは困難である。 したがって、 環境計算書に計
上
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されるのは 直接 的影 響と電力使用による 間接的影響だけとなる。 具 体的には、 エネル
ギー・交

通手段の利用や廃棄 物焼却による大気 汚染物質の放出およ び残 津の 排出、 汚水浄化施設か らで

る 残 留 汚 染 ・ 浄 化 残 津 で あ る。

環境影響コス ト計 算の大部分は残留 汚染の計算であり、 そ れは放出削減手段の限界コス トで

評価される。 そ の際
基準となるべき削 減目標は、 各汚染物 質ごとに現代社会で認められた 「最

適な環境水準」 を参 考に決定される。 たとえば窒素酸化物・二 酸化硫黄にっ いては ＮＭＰ プラ

スー） の 水 準、 二 酸 化 炭 素 に っ い て は 気 候
変 動 に 関 す る 政 府 間 パ ネ ル （Ｉｎｔｅｒｇｏｖｅｍ ｍｅｎｔａ１

Ｐａｎｅ１ ㎝ Ｃ１ｉｍａｔｉｃ Ｃｈａ㎎ｅ） の 中 間 報 告 書 に お け る 水 準、 汚 水 浄 化 に つ い て は 飲 料 水 に 適 す

る水準、 廃棄物 の焼 却残津について は投棄コスト、
を参考 にす る。 具体的な評価について は以

下 の よ う に 説 明 さ れ て い る。 な お、 １
ギ ル ダ ー は 邦 貨 で 約 ５５ 円 （１９９３ 年 ８ 月 現 在） で あ る。

１． 窒 素 酸 化 物

窒素酸化 物の 評価 は、 影響特性
が異 なる固定的放出源 （暖房 ・発 電） と適路交通に大別 して

行 う。 道 路 交 通 は、 影 響 範 囲 が 広 く、 ラ ッ シ ュ 時 に
時 間 的 集 中 度 が 高 く な る と い う 特 性 を も っ

ている。 そ れに比べて、 固定的放出源 は影響範囲も時間的 集中 度
も限定的である。 空路交通に

関 して は、 特性 上、 固定的放出源と同 じ
基準で評価 している。 固定的放出源で は、 ＮＭＰ プラ

ス お よ び そ の 他 の 政 策 ・ 答 申 等 の 評 価 情 報 に も と づ い て、 削 減 コ ス ト を ㎏ あ た り １０ ギ ル ダ ー

と している。 道 路交 通では、 汚染物質 の放出メ
カニ ズムが 完全 に解明されておらず、 汚染物質

ごとの削減コ スト算定が困難なの で、
オラン ダで設置が義 務化されている最新の触媒をっけた

際に同 時に 除去される窒素酸化物、
一 酸化炭素、 炭化水素 を一 括して評価している。 これ らの

削 減 コ ス ト は、 走 行 条 件、 触 媒 の コ ス ト、 ＬＰＧ 車 の ケ
ー ス 等 を 考 慮 し て、 ｋｇ あ た り ４０ ギ ル

ダ ー と な っ て い る。

２． 二 酸 化 硫 黄

二酸 化硫黄の削減コスト算定法 は、 基本的に、 窒素酸化 物の場合と同様である。 二酸化硫黄

と 窒素 酸化物はともに酸性雨の原 因物質で、 両者の放 出には相 関性がある。 また、 今日の環境

規制 では酸性雨を酸性物質単位で 計測するが、 二酸化 硫黄に含まれる酸性物質は窒素酸化物の

１．４４ 倍 で あ る。 こ
れ ら を 考 慮 し て、 二 酸 化 硫 黄 に っ い て は、 窒 素 酸 化 物 の 削 減 コ ス ト を １．４４ 倍

し た、 ｋｇ あ た り
１４ ギ ル ダ ー を 削 減 コ ス ト と す る。 こ れ は、 Ｎ ＭＰ プ ラ ス の 削 減 目 標 達 成 コ ス

ト よ り も 高 額 で あ る。 両 者 の 毒 性 に 関 す る 相 対 的 関 係 は こ の 倍 率 よ り 高 い が、 オ ラ ン ダ で は 酸

性 雨の方が毒性問題より深刻なの で、 この点は考慮 しな い。

３． 二 酸 化 炭 素

二 酸 化 炭 素 の 削 減 方 法 は、 エ ネ ル ギ ー 節 減、 エ ネ ル ギ ー 源 の 変 更、 原 子 力 利 用、 森 林 再 生、

低 成長経済への転換等様々なの で、 削減コス トもそ れに応じて多様である （ち
なみにエネルギー

節 減 に は コ ス ト が 不 要 で あ る）。

汚染削減の限界コスト は削 減水 準に依存 し評価 が困難であるが、 気候変動に関
する政府間 パ
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単 位 ＝ 千 ギ ル ダー

＜ 環 境 影 響 コ ス ト＞

空中放出分

放出量 単 位 コ ス ト 総 コ ス ト ／ ｆ

天 然 ガス 使 用 暖 房

窒素酸化物

二酸化炭素

４５６ ｋｇ

４８３ ｔｏｎ

ｌＯ ｆ／ ㎏

１ＯＯ ｆ／ ｔｏｎ

５

４８

合計 ５３

電力使用

二酸化硫黄

窒素酸化物

粉塵等

二酸化炭素

合計

７９３４ ｋｇ

６２０２ ｋｇ

６６７ ｋｇ

２５１５ ｔｏｎ

１４ ｆノ ㎏

１０ ｆ／ ㎏

１Ｏ ｆ／ ㎏

１００ ｆ／ ｔｏｎ

１１１

６２

７

２５２

４３２

道路交通

窒索酸化物

炭化水素
一酸 化 炭 素

二酸化炭素

合計

ｌｌｌｌｌｌｌ」
７２３２ ｔｏｎ

４０ ｆ／ ㎏

１００ ｆ／ ｔｏｎ

８２３

７２３

１５４６

空路交通

窒素酸化物

二酸化炭素

１１６０ ｋｇ

３１７ ｔｏｎ

ｌＯ ｆノ ㎏

１００ ｆ／ ｔｏｎ

１２

３２

合計 ４４

廃棄物焼却

二酸化硫黄

窒素酸化物

粉塵等

塩化水素

二酸化炭素

合計

空中放出分計

３００ ｋｇ

３６９ ｋｇ

２５４ ｋｇ

６９２ ｋｇ

２７７ ｔｏｎ

１４ ｆ／ ｋｇ

ｌＯ ｆ／ ｋｇ

１Ｏ ｆ／ ㎏

１３ ｆ／ ㎏

０ ｆ／ ｋｇ

２０

２０９５

汚水

水質浄化

排水

残留水質汚濁

汚水計

２７７ ｉ
．ｅ．

２７７ ｉ
．ｅ．

４８ ｆ ／ ｉ．ｅ．

１２ ｆ ハ ．ｅ．

１３

３

２７

４３
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廃棄物

当 社 の 出 す 廃 棄 物

廃棄物量

リ サ イ ク ル紙 片

純廃棄物量

収集費

焼却費

廃 棄 物 焼 却 後 の 残 留 廃 棄 物

灰

浮 遊 ガス

小計

３７７ ｔｏｎ

１４６ ｔｏｎ

２３１ ｔｏｎ

３７７ ｔｏｎ

２３１ ｔｏｎ

８０ ｆ／ ｔｏｎ ３０

１００ ｆ／ ｔｏｎ ２３

２３ ｔｏｎ １００ ｆ／ ｔｏｎ

７ ｔｏｎ ２００ ｆ／ ｔｏｎ

５６

発 電 所 の 出 す 廃 棄 物

浮 遊 ガ ス ６４ ｔｏｎ ２００ ｆ／ ｔｏｎ １３

水 質 浄 化 に よ る 廃 棄 物

残津

廃棄物計

総計

４ 乾 燥 ｔｏｎ ５００ ｆ／ 乾 燥 ｔｏｎ ２

７１

２２０９

＜環境支出＞

燃 料 税 （オ ラ ン ダ）

天 然 ガ ス （暖 房）

ＬＰＧ 自 動 車

発 電 所 の 燃 料

合言十

１

１８

８

２７

浄 化 税、 汚 染 税、 下 水 道 税 お よ び

そ の 他 の 環 境 税

廃棄物処理委託

合計

１３８

５１

２１６

＜控除価値＞

環 境 影 響 コ ス ト

環境支出

控除価値

２２０９

２１６

１９９３

＜純付加価値＞

付加価値

控除伍値

純付加価値

２５５６１４

１９９３

２５３６２１
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ネ ルの中 間報告書、 専門研 究機関の
試算、
ＯＥＣＤ のマ クロ 経済 モ デル を検 討 して 決定 する。

た だし、 二酸化炭素の削減 が他の物質の削
減と同時に行わ れる ことから、 その削

減コス トは相

対 的 に 低 い と み な し て、 ト ン あ た り １００
ギ ル ダ ー と す る。 廃 棄 物 焼 却

か ら 出 る 二 酸 化 炭 素 は、

主と して バイ オマスか らの 放出なので、 純放出 はゼロ 評価 であ 乱

４． 汚 水

企 業 汚 水 は 住 人 当 量 （ｉｎＷＯｎｅｒ－ｅｑｕｉＶａ１ｅｎｔ， ｉ．ｅ． と 略 称） を 測 定 単 位
と す る。 こ れ は、 生 活

する 人間が１人あ たり１年間に排 出す る平均的汚水量で表される単位 であ る。 住 人当 量 あた り

の 水 質 浄 化 ・ 排 水 コ ス ト は オ ラ ン ダ の 平 均 コ ス ト に よ る。 浄 水 施 設 か ら 排 出 さ
れ た 残 留 汚 染 に

つ いては、 飲料水水準 の浄化コス トで計 算す る。
専門家によれば、 生活排水の 飲料 水化に

は既

存の浄水施設に対する 投資額の２倍の投 資が必要とのことなので、 残留汚染コ スト
を既存の平

均浄水費用の２倍と 見積もる。

５． 鷹 葉 物

ＢＳＯ 社の廃棄物 は大半が紙であり、
その５０％はリサイクルに回るとみな され 孔 残り は通

常の生活 ゴミなの で、 そのコス ト （収集費
・焼却費） は大規模な焼却 施設 によ る処理を基準 と

し て 評 価 す る。 そ れ ら の オ ラ ン ダ に
お け る 平 均 コ ス ト は、 そ れ ぞ れ ト ン あ

た り ８０ ギ ル ダ ー お

よび１００ギル ダーである。 廃棄物に関する残留汚 染には、 焼却施設等
からの浮遊 ガス、 投棄 さ

れ る 灰、 浄 水 施 設 か ら 出 る 残 津
が あ る。 こ れ ら の 処 理 コ ス ト は、 ト ン

あ た り、 浮 遊 ガ ス が

２００ ギ ル ダ ー、 灰 投 棄
が １００ ギ ル ダ ー、 浄 水 残 津 が ５００

ギ ル ダ ー で あ る。

６． 評 価 上 の 制 約

上記の評価原則 には様々な制 約がっけられているが、 それ ら
を 要約 すると次のように なるで

あ ろ う。

（ａ） 環境汚染に は市場 価格がないので、 多く の仮定に も
と づい て間 接的 に 計算 せ ざる をえ な

い。 そ の た
め
、 計
算 は 不 完 全 で あ る。 た と え

ば
、 残 留 汚

染 を 放 出 削 減 手 段 の 限 界 コ ス ト で 評

価 す る に あ た っ て、 「社 会 は、 環 境 保 全 手 段 の 限
界 コ ス ト と、 そ の 結 果 も た ら さ れ る 限 界 利

益が一 致する点まで、 合 理的な方法で環境保
全手 段を講ずる」 という仮定を前提 としている

が、 こ れ は 多 く
の 領 域 で 成 立 し な い こ と が あ る。

（ｂ） 特定の要 因 （汚染源の正確な 構造、 各種の放出
源に おけ る重 金 属の 基準） は 明確 にさ れ

て い な い。

（Ｃ） 原子力発電 による環境汚 染は考慮されていない。

（ｄ） 測定記録 や統計資料の欠如 等により、
放出メカニ ズム の物 理 的特 性 は完全 に は解 明 さ れ

て い な い。

（ｅ） 廃棄物の 捕捉は各事業 所ごとに行われるが、 あまり正確 ではない。

（ｆ） 水質 汚濁 は水使用量等 からの推計値である。

（ｇ） 事業 の性質上、 事業員 の多く は
顧客の事業所で勤務 す るが・ そ こで

の汚 染 は考 慮さ れ て
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い な い
。

ｌＶ． 環 境計 算書 の意 義

ＢＳＯ 社の環境計 算書 は、 欧州 企業による環境情 報の 開示事例の
な かで、 どのよ う に評 価す

べきであろうか。 今 日、 欧州 企業の多くは何 らかの方 法で環境情報
を開示 しているが、 その水

準 は 一 般 的 に 低 く、 高 度 な 情 報 を 開 示 す る 企 業 は 例 外 的 存 在 で あ る
５〕
。 確 か に、 開 示 情 報 の 質

・

量 か ら み て、 ＢＳＯ 社 の 環 境 計 算 書 は こ
の 「例 外」 に 該 当 す る ケ ー ス で あ ろ う。 し か し、 同 様

に高水準の情報 開宗 を行う他社の事例と比較 してみる と、 内容的にはかなり異
なって いる こと

が わ か る。

イ ギ リ スＩＣＩ社 の １９９１ 年 度 の ア ニ ュ ア ル ・ リ ポ ー ト に 添 付 さ れ た 環 境 報 告 書 と 比 較 し て み よ

つ ｏ

ｌＣ１社 環 境 報 告 害 の 内 容

会長挨拶

ＩＣＩグルー プの環境方針

ＩＣＩ グ ル ー プ の 目 標

１． 新設工場の環境 面での要件

２． 廃 棄 物 の 削 減

ＩＣＩグルー プの廃棄物排出 データ （１９９０年～１９９１年）

３． エ ネ ル ギ ー と 資 源 の 節 約

４
．
リ サ イ ク リ ン グ

教 育 ・ 訓 練

自然保護

まとめ

ハ イ ラ イ ト

ＩＣＩ社の環境報告書 は自社の環境 保全活動を内容と する記述情報を主体と した報 告書 で、 環

境報告書と しては一般的なスタイ ルをとっている。 つまり、 自社の設定 した環境目標、 環境対

策の進捗状況、 環境管理 システム の概要、 有害物質の 排出記
録等、 環境保全活動全般にわたる

情報を開示する総合的報告書である。 情報水準の程度 に
差こそあれ、 他の開示事例 も概ね この

報 告書に近似した内容を もっと考えて よい。 しか し、 ＢＳＯ 社の環 境計 算 書の 場合 は、 有 害物

質 の 排 出 ・ 放 出 情 報 だ け し か 記 載 さ れ ず、 環 境 保 全 活 動 に 関 す る 情 報 は 出 て こ な い。 さ ら に、

ＩＣＩ社の環境報告書では、 廃棄有害 物質 データ
を物量 基準で評価するが、 ＢＳＯ 社の環 境計 算書

では、 付加価値計算の プロセスに組み 込
んで、 貨幣金額 で統一的に評価する。

こ の よ う な 環 境 計 算 書 の 性 格 に っ い て、
ＢＳＯ 社 は 次 の よ う に 説 明 す る。

「経済 において、 付加価値は累積さ
れ る。 したがって、 最 終生産物の付加価値は、 個別企業が



３６ 社 会 関 連 会 計研 究 第 ５ 号

生産物に加え た付加価値の合計 に等しい６〕」

「我々 は環境 をも考慮した経済 成長 を支持している。 一 中略 一 企業の付 加価 値が ＧＮＰ 計算

に お い て 加 算 さ れ る の と 同 様 に、 控 除 価 値 も
『国 民 損 失 （ｎａｔｉＯｎａａ１Ｖｅｒ１ｉｅＳ）』 に 加 算 さ れ る

必 要 が あ る。 我 々 は、 そ の 差 額 を エ コ ＮＮＰ （エ コ 国 民
純 生 産） と 呼 ぶ こ と が で き る７〕」

企業をマク ロ経済の生産連鎖 にお ける構成要素と して認 識する企 業観は、 オラン ダ経営経済

学の伝統 であ るが、 環境計算書 は、 このよう
な企業観 に立脚 して、 伝統的な企業会計計算で は

考慮されな い環境コストのような 社会的費用を企業の 生産 性評価に含め、 ＧＮＰ と連 携さ せ る

のである。 ま た、 共通の測定尺 度が得られること から、 企 業の経済効率
と環境効率を、 同様 の

環境計算 書を作成する企業 間で比較すること も可 能である。 記述情報や物量情報による環境 報

告書 では、 各企業の環
境保全 活動を具体的に知る ことはできるが、 環境対策の影響・効果 が個

別の 汚染状況や環境条件に 依存 するため、 必 ずしも比較可能性の
ある情報を提供できる とは限

ら な い。

こ のよ うに、ＩＣＩ社の環境 報告書では、 企業 活動 の環境に対
する影響を会 計計 算の 枠 組外 で

独立 的に取り扱うのに対 し、 ＢＳＯ 社の環境計算書 では、 付加価値 計算
と の一 体化 によ り・ マ

クロ 経済 に結びつけている 点に特異性が認め られる。 その結果、 環境面における企業行 動を経

済政 策や最適な資源配分を 通じてマクロ的に制御 することが可能になる。

こ の よ う に 計 算 き れ る 純 付 加 価 値 は、 い わ ゆ る
ピ ア ー ス ・ リ ポ ー ト醐 に い う 「持 続 可 能 な 所

得 （ｓｕｓｔａｉｎａｂ１ｅｉｎｃｏｍｅ）」 と き わ め て 近 い 概 念 に な る。 ま た、 そ れ は、 明 ら か に 「 グ リ ー ン

ＧＮＰ」 の発想、 っまり、 環境保護目的の支出 や自
然環境の悪化を貨幣評価 して、 ＧＮＰ か ら控

除し、 経済活動による環境 破壊を ＧＮＰに反映 さ
せようという考え方とも同質的で あ 乱 そ の

意味では、 環境問題を個別 企業の レ
ベル で取 り扱う環境報告書に比べて、 体系的、 将来志向的

な 開 示 事 例 と い え る。

Ｖ． 環境 計 算書 の問 題 点

この環境計算書 には今後解決すべ き間題がいく っか残されている。 たとえ ば、 環境影響コス

トの測定や、 環境 保全活動に関する情報 の開示
問題である。

１． 環 境 影 警 コ ス ト の 測 定

前 述 の よ う に、 ＢＳＯ 社 で は、 環 境 影 響
コ ス ト を、 限 界 コ ス ト と い う 概 念 を 使 っ て 間 接

的 に

測定する。 そのた めに、 目標
とする 環境水準を設定 し、 それを達成するの に必要

な環境保全手

段 の 単 位 コ ス ト を 決 定 す る。 し か し、 ＢＳＯ 社 の 場 合 は、 こ の 決 定
プ ロ セ ス が 明 確 で な い。 た

とえ ば、 二酸 化炭素につ
いていえ ば、 気候変動に関する政府間

パネルの中間報告書およびＮＭＰ

プラスの掲 げる 「年間排出量の１９９０年水準への安定化」 を目標値と して、 必 要な 放 出削 減 手

段 の コ ス ト 計 算 を 行 う が、 な ぜ、 結 果 的 に そ れ が ト ン あ た り １００
ギ ル ダ ー と い う 金 額 に な る の

か不明である。 環境計算書の評 価原 則について書かれた説明
か らわ かることは、 削減コス トの
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評 価 参 考 情 報 と し て 何 を 使 っ た か、 そ し て・ そ れ ら は 削 減 コ ス ト を ど の 程 度 の
金 額 に 見 積 も っ

て い る か、 だ け で あ る
９㌧ そ れ ら の 参 考 デ ー タ か ら、 ど の よ う に し て 限 界 コ ス ト

を 導 出 し た の

か に っ い て は、 論 理 的
な 説 明 が ま っ た く な い。 こ れ は、 処 理 コ ス ト の 実 例

が 存 在 し な い 残 留 汚

染コス トの計算 に関する 限り、 他の汚染物質の場合 も同様である。

ま た、 た と え、 そ れ ら の 説 明 が あ っ た と し て も、 そ も そ も 環 境 コ ス ト の 合 理 的
な言十 算 が 可 能

か どうかの問題が残る。 たと えば、 二酸化炭素の削減 目標について、 気候変動に 関する政府間

パネルの中間報告書で は、 排 出量 安定化のために、 人 為的な排出を６０ ％以 上削 減 するこ とが

必要だと しているが、 南北問題や 先進 工業国間の利害 が絡む問題だけに、 必ず しも具体的な削

減 目 標 に っ い て、 国 際 的 な 合 意 が 形 成 さ れ て い る わ け で は な い。 削 減 コ ス ト に し て も、 削 減 手

段、 削 減 水 準 に よ っ て 異 な る し、 汚 染 発 生 の メ カ ニ ズ ム 自 体 が 完 全 に 解 明 さ れ て な い 現 状 で は、

「持続可能な発展」 のために どの削減 手段が有効かは議論 の余地がある。

環境計算書の構想が一般的に支持を 受けるためには、 ま ず、 これらの測定に関する技術的間

題 が 克 服 さ れ な け れ ば な ら な い。

２． 環境保全活重カに関する 情報

自然環境は不可逆的であり、 一度破壊さ れたら容易に原状 回復しない。 そのた
め、 現代社会

で は、 最大の汚染源である企業の環境責任 が強く 問われ、 その 迅速 かっ 継続的
な履行が求めら

れて いる。 一般に、 環境責任の履行は環境保全 活動
と して行わ れる が、 通常の環境報告書

と違

い、 ＢＳＯ 社の環境計算書では、 この活動に関する 情報
が開示さ れな い。 環境計算 書 から はＢＳ

○ 社に環境 方針 や環境保全活動が存在するか どう かさえもわか らな い。

オラ ンダでは、１９８９ 年８月 に、 環境省 （ＶＲＯＭ） か ら 「企業 内環 境 管
理 に関 する 意見 書

（Ｎｏｔｉｔｉｅ Ｂｅｄｒｉｊｆｓｉｎｔｅｒｎ Ｍｉ１ｉｅｕｚｏｒｇ） 」 が 出 さ れ、 ほ と ん ど の 国 内 企 業 を 対 象 と して、 １９９５ 年

までに環境管理 システム を設 置すべき旨の要請が行 われ れ 業務の性格上・
製造 業のよう に環

境に大きな負担 を与えな いＢＳＯ 社は、 この対象に該当 しないとも考え られ るが、 創造 付加価

値の１％近い環境汚染を 自認 して いる以上、 環境管 理システムを導入 して汚染の 削減 に努 める

べ き で あ る し、 ま た、 も し、 す で に 実 施 し て い る の で あ れ ば、 そ の 内 容 に つ い て 開 示 す べ き で

ある。 環境計算書で自社の汚染度 を公 表しても、 環境保 全活動を行わないことの免罪符に はな

ら な い
。

地球の将来を環境問題が支配 してい る現状では、 企業 行動も、 必然的に、 環境への配慮とい

う 制 約 を 受 け る こ と に な る。 し た が っ て、 環 境 情 報 の 開 示 に あ た っ て も、 環 境 責 任 の 履 行 状 況

にっ いて、 何らかの言及を行うのが妥当と 考えられる。 環 境情報開示に関する制度的規制がな

い 現 状 で は、 こ の 問 題 に っ い て、 企 業 に よ り 一 層 高 い モ ラ ル が 求 め ら れ る。
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注

１） Ｒ ｏｂｅｒｔｓ，
Ｃ．，

“ Ｅｎｖｉｒｏｎ ｍ ｅｎｔａ１ ｄｉｓｃ１ｏｓｕｒｅｓ ｉｎ ｃｏｒｐｏｒａｔｅ ａｎｎｕａ
１ ｒｅｐｏｒｔｓ ｉｎ Ｗ ｅｓｔｅ ｍ Ｅｕ－

ｒｏＰｅ，
” Ｏ ｗ ｅｎ，

Ｄ．（ｅ〔１．），
Ｇｒｅ ｍ Ｒｅρ ｏｒわ几ｇ ∫ αｃｃｏｕ 〃 α 肌 ツ απｄ 肋 ｅ ｃ

ん α”ｅπｇｅ ｏ∫ 肋 ｅ π｛ ｍ れθｓ・

Ｃｈａｐｍ ａｎ ＆ Ｈａ１１．
１９９２
， ｐ．
１４１

２） ∫６｛ｄ
．， ｐ．

１４０

３） オ ラ ン ダ に お け る 環 境 情 報 の 開 示 動 向 に つ い て は、 拙 稿 「オ ラ ン ダ に お け る 環 境 情 報 開 示 の 間題点Ｕ

河 合 秀敏 編 『国 際 会 計 と 国 際 監 査」 同 文 舘、 １９９３ 年、 を 参 照 さ れ た い。

４） １９９０ 年 ６月 に オ ラ ン ダ環 境 省 が 作 成 ・ 議 会 提 出 した 「環 境 政策 追 加 計 画 （ ＮＭＰ ｐ１ｕｓ）」 の こ と

で、 二 酸 化 炭 素 の 放 出 削 減、 酸 化 物 の 規 制
強 化、 自 然 保 護 ・ 開 発 政 策 の 強 化、 廃 棄 物 規 制、

土 壌 ・ 水

底 浄 化、 エ ネ ル ギ ー 節 減 等 の 環 境政 策
が 盛 り 込 ま れ て いる。

５） Ｒ ｏｂｅｒｔ昌，
Ｃ
．
Ｂ
．，
“Ｅ ｎｖｉｒｏｎ ｍ ｅｎｔａ１ Ｄｉｓｃ１ｏｓｕｒｅｓ＝Ａ Ｎ ｏｔｅ ｏｎ Ｒ ｅｐｏｒｔｉｎｇ Ｐｒａｃｔｉｃｅｓ

ｉｎ Ｍ ａｉｎ－

１ａｎｄ Ｅ ｕｒｏｐｅ，
” λ ｃｃｏ〃π れ πｇ λ 阯ｄ 〃 πｇ ＆ λ ｃｃｏｕ ｍ α

あ 〃 り Ｊｏ阯 ｍ α～，
Ｖ ｏ １．４ Ｎ ｏ．３

１９９１
， ｐ．

６９

６） ＢＳＯ ／ ＯＲＩＧＩＮ
，
Ｊααｒ口ｅｒｓｊαｇ ｊ９９０，

ｂ１ｚ．
１１

７） 丘．α．ρ．，
ｂ１ｚ １５＿ １６．

８） Ｐｅａｒ ㏄，
Ｄ
．，
Ｍ ａｒｋａｎｄｙａ，

Ａ．， ａｎ
ｄ Ｂ ａｒｂｉｅｒ，

Ｅ
．
Ｂ
。，
Ｂｒ ｍ ρｒ三枇 ∫ｏｒ α Ｇ ｒεｅη 亙ｃｏηｏ ｍ ツ，

Ｅａｒｔｈｓｃａｎ Ｐｕｂ１ｉｃａｔｉｏｎｓ Ｌｔｄ，
１９９１ （ｆｉｆｔｈ ｐｒｉｎｔｉｎｇ ）

９） Ｋｒａ ｍ・Ｏｋｋ ㎝ の 研 究 （オ ラ ン
ダ で、

２０２０ 年 ま で に 二 酸 化 炭 素 を ５０ ％ 削 減 す る 平 均 コ ス ト は、
ト

ン あ た り ３６ ～ ４２ ギ ル ダ ー） 、 Ｂ１ｏｋ・Ｈｅｎｄｒ
ｉｃｋｓ・Ｔｕｒｋｅｎｂｕｒｇ の 研 究 （

二 酸 化 炭 素 を 捕 捉 し て・
オ

ラ ン ダ の 古 い 油 田 に 貯 蔵 す る コ ス ト は、
ト ン あ た り ３０ ～ ６２ ギ ル ダ ー）・ ＯＥＣ Ｄ

の マ ク ロ 経 済 モ デ ル

（二 酸 化 炭 素 の ５０ ％ ～ ７５ ％ 削 減 コ ス ト は、 使 用 す る モ デ ル に 応 じて・ ト ン
あ た り ５０ ～ ２００ ギル ダー）

が 掲 記 さ れ て い る。


